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住宅の仕様基準・誘導仕様基準について
P6～   外壁、窓等を通しての熱の損失の防止に関する基準（戸建住宅）
P15～ 外壁、窓等を通しての熱の損失の防止に関する基準（共同住宅）
P24～ 一次エネルギー消費量に関する基準（戸建・共同共通）
P30～ 参考資料①（仕様基準の確認方法）
P58～ 参考資料②（省エネ基準関連）

【仕様基準】住宅部分の外壁、窓等を通しての熱の損失の防止に関する基準及び一次エネルギー消費量に関する基準
（平成28年国土交通省告示第266号）

【誘導仕様基準】住宅部分の外壁、窓等を通しての熱の損失の防止に関する誘導基準及び一次エネルギー消費量に関す
る誘導基準（令和4年国土交通省告示第1106号）

各基準の告示は以下参照
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仕様基準の確認フロー

【外皮仕様の確認フロー】 【設備仕様の確認フロー】

評価対象住宅の外皮の各部位の仕様が、定められた基準

に合致していることを照合して評価する方法です。「躯

体の断熱性能」と「開口部の断熱性能と日射遮蔽性能」

が定められています。

設備の仕様が、定められた基準に合致しているかを照合

して評価する方法です。設備機器のうち、「暖房」「冷

房」「給湯」「換気」「照明」の仕様が、定められてい

ます。計算ルートに比べ、選択できる設備の選択肢が限

定されます。

外皮仕様 設備仕様

U値

R値

U値

注）

・外皮の躯体の仕様に関する基準値は、地域区分・構造種別・工法により異
なります。
・RC造の場合は、断熱補強が必要です。（P10、19）
・開口部に関する基準値は、地域区分により異なります。 1



＜外皮＞参考：熱抵抗Ｒとは
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＜外皮＞参考：熱貫流率Ｕ、日射熱取得率ηとは

3



熱橋について

4

• RC造では、鉄筋コンクリートの躯体が断熱層を貫通する部分が構造熱橋部とな
ります。内断熱、外断 熱などの断熱工法の違いや納まりによって、構造熱橋部
が生じる場合と構造熱橋部が生じない場合があります。

• なお、木造間仕切り（鋼製間仕切り等で、RC造等の壁の部分とロックウール又
はシーリン グ材等の断熱性のある絶縁材で縁が切れている場合も含む。）等で
断熱層を部分的に貫通する熱橋部分 は、ないものとして考えて構いません。



＜外皮＞仕様基準の確認部位

5

除外可能
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外壁、窓等を通しての熱の損失の防止に関する基準
（戸建住宅）
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外皮の熱貫流率（U値）の基準（戸建、木造・鉄骨造）
単位：W/(m2･K)

構造 部位
断熱材の
施工法

省エネ基準 誘導基準

１～２
地域

３
地域

４
地域

５～７
地域

８
地域

１～２
地域

３
地域

４
地域

５～７
地域

８
地域

木造
・

鉄骨造

屋根又は天井 0.17 0.24 0.24 0.99 0.17 0.22 0.22 0.99

壁 0.35 0.53 0.53 0.28 0.44 0.44

床

外気に接
する部分

0.24 0.24 0.34 0.24 0.24 0.34

その他
の部分

0.34 0.34 0.48 0.34 0.34 0.48

土間床
等の外
周部分
の基礎
壁

外気に接
する部分

内断熱、
外断熱ま
たは

両面断熱

0.27 0.27 0.52 0.27 0.27 0.52

その他
の部分

内断熱、
外断熱ま
たは

両面断熱

0.71 0.71 1.38 0.67 0.67 1.01
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外皮の熱貫流率（U値）の基準（戸建、鉄筋コンクリート造等）
単位：W/(m2･K)

構造 部位
断熱材の
施工法

省エネ基準 誘導基準

１～２
地域

３
地域

４
地域

５～７
地域

８
地域

１～２
地域

３
地域

４
地域

５～７
地域

８
地域

RC造等

屋根又は天井

内断熱 0.11 0.18 0.18 1.18 0.11 0.16 0.16 1.18

外断熱 0.09 0.16 0.16 1.26 0.09 0.14 0.14 1.26

両面断熱 0.17 0.24 0.24 1.26 0.17 0.22 0.22 1.26

壁

内断熱 0.18 0.35 0.35 0.11 0.26 0.26

外断熱または
両面断熱

0.33 0.51 0.51 0.26 0.42 0.42

床

外気に接
する部分

内断熱または
両面断熱

0.18 0.18 0.39 0.18 0.18 0.39

外断熱 0.08 0.08 0.29 0.08 0.08 0.29

その他
の部分

内断熱または
両面断熱

0.31 0.31 0.61 0.31 0.31 0.61

外断熱 0.16 0.16 0.46 0.16 0.16 0.46

土間床等の
外周部分の
基礎壁

外気に接
する部分

内断熱、
外断熱または
両面断熱

0.27 0.27 0.52 0.27 0.27 0.52

その他
の部分

内断熱、
外断熱または
両面断熱

0.71 0.71 1.38 0.67 0.67 1.01
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断熱材の熱抵抗（R値）の基準（戸建、充填断熱工法（木造））
単位：m2･K/W

構造 部位
断熱材の
施工法

省エネ基準 誘導基準

１～２
地域

３
地域

４～７
地域

８
地域

１～２
地域

３
地域

４～７
地域

８
地域

木造
(充填)

屋根又
は
天井

屋根

充填断熱

6.6
(251mm)

4.6
(175mm)

4.6
(175mm)

0.96
(38mm)

6.9
(263mm)

5.7
(217mm)

5.7
(217mm)

1.0
(38mm)

天井 5.7
(217mm)

4.0
(152mm)

4.0
(152mm)

0.78/0.89
(31/35mm)

5.7
(217mm)

4.4
(168mm)

4.4
(168mm)

0.8
(31mm)

壁 3.3/3.6
(126/137mm)

2.2/2.3
(84/88mm)

2.2/2.3
(84/88mm)

4.0
(152mm)

2.7
(103mm)

2.7
(103mm)

床

外気に接
する部分

5.2/4.2
(198/160mm)

5.2/4.2
(198/160mm)

3.3/3.1
(126/118mm)

5.0
(190mm)

5.0
(190mm)

3.4
(130mm)

その他
の部分

3.3/3.1
(126/118mm)

3.3/3.1
(126/118mm)

2.2/2.0
(84/76mm)

3.3
(126mm)

3.3
(126mm)

2.2
(84mm)

土間床
等の外
周部分
の基礎
壁

外気に接
する部分

内断熱、
外断熱または
両面断熱

3.5
(98mm)

3.5
(98mm)

1.7
(48mm)

3.5
(98mm)

3.5
(98mm)

1.7
(48mm)

その他
の部分

内断熱、
外断熱または
両面断熱

1.2
(34mm)

1.2
(34mm)

0.5
(14mm)

1.2
(34mm)

1.2
(34mm)

0.7
(20mm)

9

※○／○表記は、木造軸組構法／木造枠組壁工法
※括弧内の参考値は、高性能グラスウール16K相当（λ=0.038W/m･K、基礎壁を除く）、押出法ポリスチレンフォーム保温板3種（λ=0.028W/m･K、基礎壁）とした

場合に必要な厚さ



構造 部位
断熱材の
施工法

省エネ基準 誘導基準

１～２
地域

３
地域

４～７
地域

８
地域

１～２
地域

３
地域

４～７
地域

８
地域

木造
・

鉄骨造

外張
・
内張

屋根又は天井

外張断熱
又は

内張断熱

5.7
(160mm)

4.0
(112mm)

4.0
(112mm)

0.78
(23mm)

6.3
(177mm)

4.8
(135mm)

4.8
(135mm)

0.9
(26mm)

壁 2.9
(82mm)

1.7
(48mm)

1.7
(48mm)

3.8
(107mm)

2.3
(65mm)

2.3
(65mm)

床

外気に接
する部分

3.8
(107mm)

3.8
(107mm)

2.5
(70mm)

4.5
(126mm)

4.5
(126mm)

3.1
(87mm)

その他
の部分

土間床
等の外
周部分
の基礎
壁

外気に接
する部分

内断熱、
外断熱または
両面断熱

3.5
(98mm)

3.5
(98mm)

1.7
(48mm)

3.5
(98mm)

3.5
(98mm)

1.7
(48mm)

その他
の部分

内断熱、
外断熱または
両面断熱

1.2
(34mm)

1.2
(34mm)

0.5
(14mm)

1.2
(34mm)

1.2
(34mm)

0.7
(20mm)

断熱材の熱抵抗（R値）の基準（戸建、外張断熱工法・内張断熱工法（木造・鉄骨造））

10

単位：m2･K/W

※括弧内の参考値は、押出法ポリスチレンフォーム保温板3種（λ=0.028W/m･K）とした場合に必要な厚さ



断熱材の熱抵抗（R値）の基準（戸建、充填断熱工法（鉄骨造）の壁）
単位：m2･K/W

構造
外装材の
熱抵抗

一般部の
断熱層を
貫通する
金属部材
の有無

断熱材を
施工する
箇所の区

分

省エネ基準 誘導基準

１～２
地域

３
地域

４～７
地域

８
地域

１～２
地域

３
地域

４～７
地域

８
地域

鉄骨造
(充填)

0.56以上

誘導基準は
0.5以上

柱、梁
1.91

(107mm)

0.63
(36mm)

0.08
(5mm)

1.2
(68mm)

1.2
(68mm)

1.2
(68mm)

無 一般部
2.12

(81mm)

1.08
(42mm)

1.08
(42mm)

3.0
(114mm)

1.7
(65mm)

1.7
(65mm)

有

一般部
3.57

(136mm)

2.22
(85mm)

2.22
(85mm)

3.2
(122mm)

2.7
(103mm)

2.7
(103mm)

金属部材
0.72

(28mm)

0.33
(13mm)

0.33
(13mm)

1.4
(54mm)

0.9
(35mm)

0.9
(35mm)

0.15以上
0.56未満

誘導基準は
0.1以上
0.5未満

柱、梁
1.91

(107mm)

0.85
(48mm)

0.31
(18mm)

1.6
(90mm)

1.6
(90mm)

1.6
(90mm)

無 一般部
2.43

(93mm)

1.47
(56mm)

1.47
(56mm)

3.4
(130mm)

2.1
(80mm)

2.1
(80mm)

有

一般部
3.57

(136mm)

2.22
(85mm)

2.22
(85mm)

3.6
(137mm)

3.2
(122mm)

3.2
(122mm)

金属部材
1.08

(42mm)
0.50

(19mm)
0.50

(19mm)
1.8

(69mm)
1.4

(54mm)
1.4

(54mm)

0.15未満

誘導基準は
0.1未満

柱、梁
1.91

(107mm)

1.27
(72mm)

0.63
(36mm)

1.7
(96mm)

1.7
(96mm)

1.7
(96mm)

無 一般部
3.00

(114mm)

1.72
(66mm)

1.72
(66mm)

3.5
(133mm)

2.2
(84mm)

2.2
(84mm)

有

一般部
3.57

(136mm)

2.22
(85mm)

2.22
(85mm)

3.7
(141mm)

3.3
(126mm)

3.3
(126mm)

金属部材
1.43

(55mm)

0.72
(28mm)

0.72
(28mm)

1.9
(73mm)

1.5
(57mm)

1.5
(57mm)

11※括弧内の参考値は、吹付けロックウール（λ=0.056W/m･K、柱、梁）、高性能グラスウール16K相当（λ=0.038W/m･K、柱、梁を除く）とした場合に必要な厚さ



断熱材の熱抵抗（R値）の基準（戸建、鉄筋コンクリート造等）

構造 部位 断熱材の
施工法

省エネ基準 誘導基準

１～２
地域

３
地域

４～７
地域

８
地域

１～２
地域

３
地域

４～７
地域

８
地域

RC造等

屋根又は天井

内断熱 8.9
(250mm)

5.4
(152mm)

5.4
(152mm)

0.7
(20mm)

8.9
(250mm)

6.1
(171mm)

6.1
(171mm)

0.7
(20mm)

外断熱 10.9
(306mm)

6.1
(171mm)

6.1
(171mm)

0.6
(17mm)

10.9
(306mm)

7.0
(196mm)

7.0
(196mm)

0.6
(17mm)

両面断熱 5.7
(160mm)

4.0
(112mm)

4.0
(112mm)

0.6
(17mm)

5.7
(160mm)

4.4
(124mm)

4.4
(124mm)

0.6
(17mm)

壁

内断熱 5.4
(152mm)

2.7
(76mm)

2.7
(76mm)

8.9
(250mm)

3.7
(104mm)

3.7
(104mm)

外断熱または両面
断熱

2.8
(79mm)

1.8
(51mm)

1.8
(51mm)

3.7
(104mm)

2.2
(62mm)

2.2
(62mm)

床

外気に接
する部分

内断熱または両面
断熱

5.3
(149mm)

5.3
(149mm)

2.3
(65mm)

5.3
(149mm)

5.3
(149mm)

2.3
(65mm)

外断熱 12.3
(345mm)

12.3
(345mm)

3.2
(90mm)

12.3
(345mm)

12.3
(345mm)

3.2
(90mm)

その他
の部分

内断熱または両面
断熱

2.9
(82mm)

2.9
(82mm)

1.3
(37mm)

2.9
(82mm)

2.9
(82mm)

1.3
(37mm)

外断熱 5.9
(166mm)

5.9
(166mm)

1.8
(51mm)

5.9
(166mm)

5.9
(166mm)

1.8
(51mm)

土間床等の
外周部分の
基礎壁

外気に接
する部分

内断熱、
外断熱または
両面断熱

3.5
(98mm)

3.5
(98mm)

1.7
(48mm)

3.5
(98mm)

3.5
(98mm)

1.7
(48mm)

その他
の部分

内断熱、
外断熱または
両面断熱

1.2
(34mm)

1.2
(34mm)

0.5
(14mm)

1.2
(34mm)

1.2
(34mm)

0.7
(20mm)
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単位：m2･K/W

※括弧内の参考値は、押出法ポリスチレンフォーム保温板3種（λ=0.028W/m･K）とした場合に必要な厚さ



構造熱橋部の基準（戸建、鉄筋コンクリート造等）

13

※仕様基準、誘導仕様基準 共通

断熱材の施工法 １～２
地域

３～４
地域

５～７
地域

８
地域

内断熱 断熱補強の範囲
(mm)

900 600 450

断熱補強の熱抵抗
の基準値 
（m2･K/W)

0.6

外断熱 断熱補強の範囲
(mm)

450 300 200

断熱補強の熱抵抗
の基準値 
（m2･K/W)

0.6

床、間仕切壁等が断熱層を貫通する部分（乾式構造による界壁、間仕切壁等の部分及び玄関床部分を除く。以下「構造熱橋
部」）において、
• 内断熱又は外断熱を採用している場合にあっては、断熱材の施工法及び地域の区分に応じ次の表に掲げる基準値以上、
• 両面断熱を採用している場合にあっては、室内側の断熱材の熱抵抗値が室外側の断熱材の熱抵抗値以上となる場合には次の表

に掲げる内断熱に係る基準値以上、
• 室内側の断熱材の熱抵抗値が室外側の断熱材 の熱抵抗値未満となる場合には次の表に掲げる外断熱に係る基準値以上となる熱

抵抗の断熱補強（構造熱橋部に断熱材等を補うことにより断熱性能を強化することをいう。 ）を、床、間仕切壁等の両面に行
うこと。

ただし、柱、梁等が壁 又は床の断熱層を貫通し、かつ、壁又は床から柱、梁等の突出先端部までの長さが９０ ０ミリメートル未
満であるときは、当該柱、梁等がないものとして扱うこととする。
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開口部の熱貫流率と日射遮蔽対策の基準（戸建）

• 開口部（窓）の熱貫流率が、 地域の区分に応じ、次の表に掲げる基準値以下であること。
※窓の面積（当該窓が２以上の場合においては、その合計の面積）が単位住戸の床面積の２％以下のものは除外可。
• 開口部（開口部の面積の大部分が透明材料であるものに限る）の建具、付属部材及びひさし、軒等が、建築物の種類及び地域の区分に応

じ、次の表に該当するものであること。 
※天窓以外の開口部で、面積（開口部が２以上の場合においては、その合計の面積）が単位住戸の床面積の４％以下のものは除外可。
※付属部材とは、紙障子、外付けブラインド（開口部の直近室外 側に設置され、金属製スラット等の可変により日射調整機能を有するブラ
インドをいう。）及びその他これらと同等以上の日射遮蔽性能を有し、開口部に建築的に取り付けられるものをいう。
※軒等とは、オバーハング型の日除けで、外壁からの出寸法がその下端から開口部下端までの高さの０． ３倍以上のものをいう。

開口部の
基準

省エネ基準 誘導基準

１～２
地域

３
地域

4
地域

5～７
地域

8
地域

１～２
地域

３
地域

4
地域

5～７
地域

８
地域

熱貫流率の
基準値

(W/(m2･K))

※下段は、
参考仕様

2.3 3.5 4.7 1.9 2.3

樹脂サッ
シ・Low-E
複層ガラス

(A12)

アルミサッ
シ・Low-E
複層ガラス

(A9)

アルミサッシ・複層ガラス(A6)

樹脂サッ
シ・シング
ルLow-E三
層複層ガラ

ス(A14)

アルミ樹脂複合サッシ・Low-E複層ガラス
(G14)

日射遮蔽対
策の基準

以下のいずれかに該当
するもの
• 窓の日射熱取得率

が0.59以下である
もの

• ガラスの日射熱取
得率が0.73以下で
あるもの

• 付属部材を設ける
もの

• ひさし、軒等を設
けるもの

以下のいずれかに該当す
るもの
• 窓の日射熱取得率が

0.53以下であるもの
• ガラスの日射熱取得

率が0.66以下である
もの

• 付属部材を設けるも
の

• ひさし、軒等を設け
るもの

以下のいずれかに該当
するもの
• 窓の日射熱取得率

が0.59以下である
もの

• ガラスの日射熱取
得率が0.73以下で
あるもの

• 付属部材を設ける
もの

• ひさし、軒等を設
けるもの

以下のいずれかに該当す
るもの
• 窓の日射熱取得率が

0.53以下であるもの
• ガラスの日射熱取得率

が0.66以下であるもの
• 付属部材を設けるもの
• ひさし、軒等を設ける

もの
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複合建築物の住宅部分も含む 

外壁、窓等を通しての熱の損失の防止に関する基準
（共同住宅）
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構造 部位
断熱材の施

工法

省エネ基準 誘導基準

１～２
地域

３
地域

４
地域

５～７
地域

８
地域

１～２
地域

３
地域

４
地域

５～７
地域

８
地域

RC造等

屋根又は天井

内断熱 0.38 0.55 0.75 0.92 1.18 0.29 0.40 0.56 1.18

外断熱
又は

両面断熱
0.40 0.57 0.77 0.94 1.26 0.31 0.42 0.58 1.26

壁

内断熱 0.47 0.70 0.97 0.97 0.43 0.62 0.70

外断熱
又は

両面断熱
0.63 0.86 1.13 1.13 0.59 0.78 0.86

床

外気に接
する部分

内断熱
又は

両面断熱
0.44 0.61 0.81 0.98 0.35 0.46 0.62

外断熱 0.27 0.44 0.64 0.81 0.18 0.29 0.45

その他
の部分

内断熱
又は

両面断熱
0.64 0.88 1.17 1.41 0.50 0.67 0.90

外断熱 0.40 0.64 0.93 1.17 0.26 0.43 0.66

土間床等の
外周部分の
基礎壁

外気に接
する部分

内断熱、
外断熱または
両面断熱

0.52 1.22 1.22 1.22 0.52 0.52 1.22

その他
の部分

内断熱、
外断熱または
両面断熱

1.38 3.08 3.08 3.08 1.26 1.26 2.54

16

外皮の熱貫流率（U値）の基準（共同、鉄筋コンクリート造等）
単位：W/(m2･K)



構造 部位
断熱材の施工

法

省エネ基準 誘導基準

１～２
地域

３
地域

４
地域

５～７
地域

８
地域

１～２
地域

３
地域

４
地域

５～７
地域

８
地域

木造
・

鉄骨造

屋根又は天井 0.41 0.58 0.76 0.93 0.99 0.28 0.47 0.58 0.99

壁 0.47 0.62 0.92 0.92 0.47 0.57 0.62

床

外気に接
する部分

0.34 0.40 0.40 0.40 0.34 0.34 0.40

その他の
部分

0.49 0.57 0.57 0.57 0.49 0.49 0.57

土間床等の
外周部分の
基礎壁

外気に接
する部分

内断熱、
外断熱または
両面断熱

0.71 1.22 1.22 1.22 0.71 0.82 1.22

その他の
部分

内断熱、
外断熱または
両面断熱

1.60 3.08 3.08 3.08 1.44 1.69 2.54

17

外皮の熱貫流率（U値）の基準（共同、木造・鉄骨造）
単位：W/(m2･K)



構造 部位
断熱材の
施工法

省エネ基準 誘導基準

１～２
地域

３
地域

４
地域

５～７
地域

８
地域

１～２
地域

３
地域

４～７
地域

８
地域

RC造等

屋根又は天井

内断熱 2.5
(70mm)

1.6
(45mm)

1.2
(34mm)

0.9
(26mm)

0.7
(20mm)

3.3
(93mm)

2.3
(65mm)

1.6
(45mm)

0.7
(20mm)

外断熱
又は

両面断熱

2.3
(65mm)

1.6
(45mm)

1.1
(31mm)

0.9
(26mm)

0.6
(17mm)

3.1
(87mm)

2.2
(62mm)

1.6
(45mm)

0.6
(17mm)

壁

内断熱 1.9
(54mm)

1.2
(34mm)

0.8
(23mm)

0.8
(23mm)

2.1
(59mm)

1.4
(40mm)

1.2
(34mm)

外断熱
又は

両面断熱

1.4
(40mm)

1.0
(28mm)

0.7
(20mm)

0.7
(20mm)

1.5
(42mm)

1.1
(31mm)

1.0
(28mm)

床

外気に接
する部分

内断熱
又は

両面断熱

2.0
(56mm)

1.4
(40mm)

1.0
(28mm)

0.8
(23mm)

2.6
(73mm)

1.9
(54mm)

1.4
(40mm)

外断熱 3.5
(98mm)

2.0
(56mm)

1.3
(37mm)

1.0
(28mm)

5.3
(149mm)

3.2
(90mm)

2.0
(56mm)

その他
の部分

内断熱
又は

両面断熱

1.2
(34mm)

0.8
(23mm)

0.5
(14mm)

0.4
(12mm)

1.7
(48mm)

1.1
(31mm)

0.8
(23mm)

外断熱 2.2
(62mm)

1.2
(34mm)

0.7
(20mm)

0.5
(14mm)

3.5
(98mm)

2.0
(56mm)

1.2
(34mm)

土間床等の
外周部分の
基礎壁

外気に接
する部分

内断熱、
外断熱または
両面断熱

1.7
(48mm)

0.6
(17mm)

0.6
(17mm)

0.6
(17mm)

1.7
(48mm)

1.7
(48mm)

0.6
(17mm)

その他
の部分

内断熱、
外断熱または
両面断熱

0.5
(14mm)

0.1
(3mm)

0.1
(3mm)

0.1
(3mm)

0.5
(14mm)

0.5
(14mm)

0.1
(3mm)

18

断熱材の熱抵抗（R値）の基準（共同、鉄筋コンクリート造等）
単位：m2･K/W

※括弧内の参考値は、断熱材を押出法ポリスチレンフォーム保温板3種（λ=0.028W/m･K）とした場合に必要な厚さ



構造 部位
断熱材の
施工法

省エネ基準 誘導基準

１～２
地域

３
地域

４
地域

５～７
地域

８
地域

１～２
地域

３
地域

４～７
地域

８
地域

木造
(充填)

屋根

充填断熱

2.9
(111mm)

2.0
(76mm)

1.4
(54mm)

1.1
(42mm)

1.0
(38mm)

4.4
(168mm)

2.5
(95mm)

2.0
(76mm)

1.0
(38mm)

天井 2.3
(88mm)

1.6
(61mm)

1.1
(42mm)

0.9
(35mm)

0.8
(31mm)

3.4
(130mm)

2.0
(76mm)

1.6
(61mm)

0.8
(31mm)

壁 2.5
(95mm)

1.8
(69mm)

1.1
(42mm)

1.1
(42mm)

2.5
(95mm)

2.1
(80mm)

1.8
(69mm)

床

外気に接
する部分

3.4
(130mm)

2.9
(111mm)

2.9
(111mm)

2.9
(111mm)

3.4
(130mm)

3.4
(130mm)

2.9
(111mm)

その他の
部分

2.1
(80mm)

1.7
(65mm)

1.7
(65mm)

1.7
(65mm)

2.1
(80mm)

2.1
(80mm)

1.7
(65mm)

土間床等の
外周部分の
基礎壁

外気に接
する部分

内断熱、
外断熱または
両面断熱

1.2
(34mm)

0.6
(17mm)

0.6
(17mm)

0.6
(17mm)

1.2
(34mm)

1.0
(28mm)

0.6
(17mm)

その他の
部分

内断熱、
外断熱または
両面断熱

0.4
(12mm)

0.1
(3mm)

0.1
(3mm)

0.1
(3mm)

0.4
(12mm)

0.3
(9mm)

0.1
(3mm)

19

断熱材の熱抵抗（R値）の基準（共同、充填断熱工法（木造））
単位：m2･K/W

※括弧内の参考値は、高性能グラスウール16K相当（λ=0.038W/m･K、基礎壁を除く）、押出法ポリスチレンフォーム保温板3種（λ=0.028W/m･K、基礎壁）とした
場合に必要な厚さ



構造 部位
断熱材の
施工法

省エネ基準 誘導基準

１～２
地域

３
地域

４
地域

５～７
地域

８
地域

１～２
地域

３
地域

４～７
地域

８
地域

木造
・

鉄骨造

外張
・
内張

屋根又は天井

外張断熱
又は

内張断熱

2.5
(70mm)

1.7
(48mm)

1.2
(34mm)

1.0
(28mm)

0.9
(26mm)

3.7
(104mm)

2.1
(59mm)

1.7
(48mm)

0.9
(26mm)

壁 2.2
(62mm)

1.6
(45mm)

1.0
(28mm)

1.0
(28mm)

2.2
(62mm)

1.8
(51mm)

1.6
(45mm)

床

外気に
接する部分

3.1
(87mm)

2.6
(73mm)

2.6
(73mm)

2.6
(73mm)

3.1
(87mm)

3.1
(87mm)

2.6
(73mm)

その他の
部分

土間床等の
外周部分の
基礎壁

外気に
接する部分

内断熱、
外断熱また

は
両面断熱

1.2
(34mm)

0.6
(17mm)

0.6
(17mm)

0.6
(17mm)

1.2
(34mm)

1.0
(28mm)

0.6
(17mm)

その他の
部分

内断熱、
外断熱また

は
両面断熱

0.4
(12mm)

0.1
(3mm)

0.1
(3mm)

0.1
(3mm)

0.4
(12mm)

0.3
(9mm)

0.1
(3mm)

20

断熱材の熱抵抗（R値）の基準（共同、外張断熱工法・内張断熱工法（木造・鉄骨造））

単位：m2･K/W

※括弧内の参考値は、押出法ポリスチレンフォーム保温板3種（λ=0.028W/m･K）とした場合に必要な厚さ



21

断熱材の熱抵抗（R値）の基準（共同、充填断熱工法（鉄骨造）の壁）

構造
外装材の
熱抵抗

一般部の断熱
層を貫通する
金属部材の有

無

断熱材を施工
する箇所の区

分

省エネ基準 誘導基準

１～２
地域

３
地域

４～７
地域

８
地域

１～２
地域

３
地域

４～７
地域

８
地域

鉄骨造
(充填)

0.5以上

柱、梁
1.2

(68mm)

1.2
(68mm)

0.4
(23mm)

1.2
(68mm)

1.2
(68mm)

1.2
(68mm)

無 一般部
1.5

(57mm)

1.0
(38mm)

1.0
(38mm)

1.5
(57mm)

1.2
(46mm)

1.0
(38mm)

有

一般部
2.5

(95mm)

2.0
(76mm)

1.9
(73mm)

2.5
(95mm)

2.1
(80mm)

2.0
(76mm)

金属部材
0.7

(27mm)

0.3
(12mm)

0.3
(12mm)

0.7
(27mm)

0.5
(19mm)

0.3
(12mm)

0.1以上
0.5未満

柱、梁
1.6

(90mm)

1.6
(90mm)

0.8
(45mm)

1.6
(90mm)

1.6
(90mm)

1.6
(90mm)

無 一般部
1.9

(73mm)

1.4
(54mm)

1.4
(54mm)

1.9
(73mm)

1.6
(61mm)

1.4
(54mm)

有

一般部
3.0

(114mm)

2.4
(92mm)

2.3
(88mm)

3.0
(114mm)

2.5
(95mm)

2.4
(92mm)

金属部材
1.2

(46mm)

0.7
(27mm)

0.7
(27mm)

1.2
(46mm)

0.9
(35mm)

0.7
(27mm)

0.1未満

柱、梁
1.7

(96mm)

1.7
(96mm)

0.9
(51mm)

1.7
(96mm)

1.7
(96mm)

1.7
(96mm)

無 一般部
2.0

(76mm)

1.5
(57mm)

1.5
(57mm)

2.0
(76mm)

1.7
(65mm)

1.5
(57mm)

有

一般部
3.1

(118mm)

2.5
(95mm)

2.4
(92mm)

3.1
(118mm)

2.6
(99mm)

2.5
(95mm)

金属部材
1.3

(50mm)

0.8
(31mm)

0.8
(31mm)

1.3
(50mm)

1.0
(38mm)

0.8
(31mm)

単位：m2･K/W

※括弧内の参考値は、吹付けロックウール（λ=0.056W/m･K、柱、梁）、高性能グラスウール16K相当（λ=0.038W/m･K、柱、梁を除く）とした場合に必要な厚さ



構造熱橋部の基準（共同、鉄筋コンクリート造等）

22

※仕様基準、誘導仕様基準 共通

断熱材の施工法 １～２
地域

３～４
地域

５～７
地域

８
地域

内断熱 断熱補強の範囲
(mm)

900 600 450

断熱補強の熱抵抗
の基準値 
（m2･K/W)

0.6

外断熱 断熱補強の範囲
(mm)

450 300 200

断熱補強の熱抵抗
の基準値 
（m2･K/W)

0.6

床、間仕切壁等が断熱層を貫通する部分（乾式構造による界壁、間仕切壁等の部分及び玄関床部分を除く。以下「構造熱橋
部」）において、
• 内断熱又は外断熱を採用している場合にあっては、断熱材の施工法及び地域の区分に応じ次の表に掲げる基準値以上、
• 両面断熱を採用している場合にあっては、室内側の断熱材の熱抵抗値が室外側の断熱材の熱抵抗値以上となる場合には次の表

に掲げる内断熱に係る基準値以上、
• 室内側の断熱材の熱抵抗値が室外側の断熱材 の熱抵抗値未満となる場合には次の表に掲げる外断熱に係る基準値以上となる熱

抵抗の断熱補強（構造熱橋部に断熱材等を補うことにより断熱性能を強化することをいう。 ）を、床、間仕切壁等の両面に行
うこと。

ただし、柱、梁等が壁 又は床の断熱層を貫通し、かつ、壁又は床から柱、梁等の突出先端部までの長さが９０ ０ミリメートル未
満であるときは、当該柱、梁等がないものとして扱うこととする。
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開口部の熱貫流率と日射遮蔽対策の基準（共同）

• 開口部（窓）の熱貫流率が、 地域の区分に応じ、次の表に掲げる基準値以下であること。
※窓の面積（当該窓が２以上の場合においては、その合計の面積）が単位住戸の床面積の２％以下のものは除外可。
• 開口部（開口部の面積の大部分が透明材料であるものに限る）の建具、付属部材及びひさし、軒等が、建築物の種類及び地域の区分に応

じ、次の表に該当するものであること。 
※天窓以外の開口部で、面積（開口部が２以上の場合においては、その合計の面積）が単位住戸の床面積の４％以下のものは除外可。
※付属部材とは、紙障子、外付けブラインド（開口部の直近室外 側に設置され、金属製スラット等の可変により日射調整機能を有するブラ
インドをいう。）及びその他これらと同等以上の日射遮蔽性能を有し、開口部に建築的に取り付けられるものをいう。
※軒等とは、オバーハング型の日除けで、外壁からの出寸法がその下端から開口部下端までの高さの０． ３倍以上のものをいう。

開口部の
基準

省エネ基準 誘導基準

１～２
地域

３
地域

4
地域

5～７
地域

8
地域

１～２
地域

３
地域

4
地域

5～７
地域

８
地域

熱貫流率の基
準値(W/(m2･

K))

※下段は、
参考仕様

2.3 3.5 4.7 1.9 2.3 2.9

アルミサッシ・単板ガラ
ス + 樹脂サッシ・複層

ガラス(A6)

アルミサッ
シ・Low-E
複層ガラス

(A9)

アルミサッ
シ・複層ガラ

ス(A6)

アルミサッ
シ・単板ガ
ラス + 樹脂

サッシ・
Low-E複層
ガラス(A6)

アルミサッ
シ・単板ガ
ラス + 樹脂
サッシ・複
層ガラス

(A6)

アルミ樹脂複合サッシ・
Low-E複層ガラス(A9)

日射遮蔽対策
の基準

北±22.5度の方位を除く開

口部に次のいずれかの対策

を講ずるもの

• 窓の日射熱取得率が

0.52以下であるもの

• ガラスの日射熱取得率

が0.65以下であるもの

• 付属部材を設けるもの

• ひさし、軒等を設ける

もの

北±22.5度の方位を除く

開口部に次のいずれかの

対策を講ずるもの

• 窓の日射熱取得率が

0.52以下であるもの

• ガラスの日射熱取得率

が0.65以下であるもの

• 付属部材を設けるもの

• ひさし、軒等を設ける

もの



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and TourismMinistry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

一次エネルギー消費量に関する基準（戸建・共同共通）

給湯・暖房一体型の取扱いについては、以下参照ください。

https://www.mlit.go.jp/common/001997360.pdf
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https://www.mlit.go.jp/common/001997360.pdf


• 省エネ基準の水準

• 誘導基準の水準

項目 仕様

単位住戸全体を
暖房する方式

ダクト式セントラル空調機であって、次の省エネルギー対策を講ずること
• ヒートポンプ式熱源を採用すること（標準的な設備）

居室の
みを暖
房する
方式

連続
運転

1～4地域にあっては、次のいずれかの熱源機を用いた温水暖房用パネルラジエーターであって、配管に断熱被覆があるもの
• 石油熱源機であって熱効率が83.0%以上であるもの（標準的な設備）
• ガス熱源機であって熱効率が78.9%以上であるもの
• 電気ヒートポンプ熱源機（フロン系冷媒に限る）
5～7地域にあっては、次のいずれかの熱源機を用いた温水暖房用パネルラジエーターであって、配管に断熱被覆があるもの
• 石油熱源機であって熱効率が87.8%以上であるもの
• ガス熱源機であって熱効率が82.5%以上であるもの（標準的な設備）
• 電気ヒートポンプ熱源機（フロン系冷媒に限る）

間歇
運転

1～4地域にあっては、次のいずれかの暖房機器を採用すること
• FF暖房機であって熱効率が86.0%以上であるもの（標準的な設備）
• 区分（い）または（ろ）※1のルームエアコンディショナーを採用すること
5～7地域にあっては、次の暖房機器を採用すること
• 区分（い）または（ろ）※1のルームエアコンディショナーを採用すること（標準的な設備）

項目 仕様

単位住戸全体を
暖房する方式

ダクト式セントラル空調機であって、次のすべての省エネルギー対策を講ずること
• ヒートポンプ式熱源を採用すること
• VAV方式を採用すること
• ダクトが通過する空間がすべて断熱区画内であること
• 単位住戸に熱交換型換気設備を採用すること

居室の
みを暖
房する
方式

連続
運転

次のいずれかの熱源機を用いた温水暖房用パネルラジエーターであって、配管に断熱被覆があるもの
• 潜熱回収型の石油熱源機
• 潜熱回収型のガス熱源機
• 電気ヒートポンプ熱源機（フロン系冷媒に限る）

間歇
運転

区分（い）※1のルームエアコンディショナーを採用すること
※１地域及び２地域にあっては、熱交換型換気設備を採用すること

暖房設備の仕様基準（戸建・共同共通）

25

※1（国研）建築研究所 技術情報（住宅）第４章「暖冷房設備」第３節「ルームエアコンディショナー」による区分

※1（国研）建築研究所 技術情報（住宅）第４章「暖冷房設備」第３節「ルームエアコンディショナー」による区分



項目 仕様

単位住戸全体を
冷房する方式

ダクト式セントラル空調機であって、次の省エネルギー対策を講ずること
• ヒートポンプ式熱源を採用すること（標準的な設備）

居室のみ
を冷房す
る方式

間歇
運転

区分（い）または（ろ）※1のルームエアコンディショナーを採用すること（標準的な設
備）

項目 仕様

単位住戸全体を
冷房する方式

ダクト式セントラル空調機であって、次のすべての省エネルギー対策を講ずること
• ヒートポンプ式熱源を採用すること
• VAV方式を採用すること
• ダクトが通過する空間がすべて断熱区画内であること

居室のみ
を冷房す
る方式

間歇
運転

区分（い）※1のルームエアコンディショナーを採用すること

冷房設備の仕様基準（戸建・共同共通）

26

※1（国研）建築研究所 技術情報（住宅）第４章「暖冷房設備」第３節「ルームエアコンディショナー」による区分

• 省エネ基準の水準

• 誘導基準の水準

※1（国研）建築研究所 技術情報（住宅）第４章「暖冷房設備」第３節「ルームエアコンディショナー」による区分



仕様

換気回数0.5回/hを必要とする住宅※1で熱交換型換気設備を採用しない場合にあっては、次のいずれかの省エ
ネルギー対策を講ずること
• 比消費電力が0.3W/(m3/h)以下の換気設備を採用すること
• 内径75mm以上のダクトを使用したダクト式第一種換気設備であって、DCモーターを採用すること
• 内径75mm以上のダクトを使用したダクト式第二種換気設備又はダクト式第三種換気設備を採用すること
• 壁付け式第二種換気設備又は壁付け式第三種換気設備を採用すること

換気回数0.5回/hを必要とする住宅※1で熱交換型換気設備を採用する場合にあっては、次のすべての省エネル
ギー対策を講ずること
• 内径75mm以上のダクトを使用した有効換気量率が0.8以上のダクト式第一種換気設備であって、DCモー

ターを採用すること
• 熱交換型換気設備の温度交換効率が70%以上であること

仕様

換気回数0.5回/hを必要とする住宅※1の場合において、次のいずれかの省エネルギー対策を講ずること
• 比消費電力（熱交換換気設備を採用する場合にあっては、比消費電力を有効換気量率で除した値）が

0.3W/(m3/h)以下の換気設備を採用すること（標準的な設備）
• 内径75mm以上のダクトを使用したダクト式第一種換気設備であって、DCモーターを採用すること
• 内径75mm以上のダクトを使用したダクト式第二種換気設備又はダクト式第三種換気設備を採用すること
• 壁付け式第二種換気設備又は壁付け式第三種換気設備を採用すること

※1 建築基準法施行令第20条の7第1項第2号の表における「その他の居室」のみの住宅

機械換気設備の仕様基準（戸建・共同共通）

27
※1 建築基準法施行令第20条の7第1項第2号の表における「その他の居室」のみの住宅

• 省エネ基準の水準

• 誘導基準の水準



仕様

すべての照明設備にLEDを採用すること

仕様

非居室に白熱灯又はこれと同等以下の性能の照明設備を採用しないこと（標準的な設備）

照明設備の仕様基準（戸建・共同共通）

28

• 省エネ基準の水準

• 誘導基準の水準



項目 仕様

給湯機

次のいずれかの給湯機を採用し、かつ所定の省エネルギー対策を講ずること
• 石油給湯機であって、モード熱効率が84.9%※1以上であるもの（1～7地域に限る）
• ガス給湯機であって、モード熱効率が86.6%※1以上であるもの（1～7地域に限る）
• 電気ヒートポンプ給湯機（CO2冷媒に限る）であって、年間給湯保温効率又は年間給湯効

率が3.3以上

省エネ対策

次のすべての省エネルギー対策を講ずること
• ヘッダー方式でヘッダー分岐後のすべての配管径が13A以下であること
• 浴室シャワー水栓に手元止水機能及び小流量吐水機能を有する節湯水栓を採用すること
• 高断熱浴槽を採用すること

仕様

1～4地域にあっては、次の給湯機を採用すること
• 石油給湯機であって、モード熱効率が81.3%以上であるもの（標準的な設備）
• ガス給湯機であって、モード熱効率が83.7%以上であるもの
• 電気ヒートポンプ給湯機（CO2冷媒に限る）であって、年間給湯保温効率又は年間給湯効率が1地域にお

いて3.5以上、2地域において3.2以上、3地域において3.0以上、4地域において2.9以上のものに限る）
5～8地域にあっては次の給湯機を採用すること
• 石油給湯機であって、モード熱効率が77.8%以上であるもの
• ガス給湯機であって、モード熱効率が78.2%以上であるもの（標準的な設備）
• 電気ヒートポンプ給湯機（CO2冷媒に限る）

※1 エネルギー消費効率93%をモード熱効率に換算した値

給湯設備の仕様基準（戸建・共同共通）

29

• 省エネ基準の水準

• 誘導基準の水準



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and TourismMinistry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

参考資料①（仕様基準の確認方法）

30

以下のツールから抜粋していますので併せてご参照ください

住宅の省エネルギー基準と 
評価方法2024

https://www.mlit.go.jp/co
mmon/001627022.pdf

https://www.mlit.go.jp/common/001627022.pdf
https://www.mlit.go.jp/common/001627022.pdf


仕様基準の確認フロー

【外皮仕様の確認フロー】 【設備仕様の確認フロー】

評価対象住宅の外皮の各部位の仕様が、定められた基準

に合致していることを照合して評価する方法です。「躯

体の断熱性能」と「開口部の断熱性能と日射遮蔽性能」

が定められています。

設備の仕様が、定められた基準に合致しているかを照合

して評価する方法です。設備機器のうち、「暖房」「冷

房」「給湯」「換気」「照明」の仕様が、定められてい

ます。計算ルートに比べ、選択できる設備の選択肢が限

定されます。

外皮仕様 設備仕様

U値

R値

U値

注）

・外皮の躯体の仕様に関する基準値は、地域区分・構造種別・工法により異
なります。
・RC造の場合は、断熱補強が必要です。（P10、19）
・開口部に関する基準値は、地域区分により異なります。 31



＜外皮＞外皮の確認フロー

32



＜外皮＞参考：熱抵抗Ｒとは

33



＜外皮＞参考：熱貫流率Ｕ、日射熱取得率ηとは

34



＜外皮＞断熱材の熱抵抗Ｒの求め方

35



36

＜外皮＞断熱材の熱抵抗Ｒの求め方
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＜外皮＞断熱材の熱抵抗Ｒの求め方
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＜外皮＞断熱材の熱抵抗Ｒの求め方
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＜外皮＞断熱材の熱抵抗Ｒの求め方



40

＜外皮＞熱貫流率Ｕの求め方
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＜外皮＞熱貫流率Ｕの求め方



42

＜外皮＞熱貫流率Ｕの求め方
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＜外皮＞開口部の熱貫流率Ｕの求め方



44

＜外皮＞開口部の熱貫流率Ｕの求め方
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＜外皮＞開口部の熱貫流率Ｕの求め方
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＜外皮＞開口部の熱貫流率Ｕの求め方



＜外皮＞開口部・ガラスの日射熱取得率の求め方
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＜外皮＞開口部・ガラスの日射熱取得率の求め方
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＜外皮＞開口部・ガラスの日射熱取得率の求め方
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＜外皮＞開口部・ガラスの日射熱取得率の求め方
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＜外皮＞開口部・ガラスの日射熱取得率の求め方



（一社）住宅性能評価・表示協会 ホームページ

○○○○ △△△ 2500 445 2.2kWを超え2.5kW以下 い

○○○○ △△△ 6300 1780 5.0kWを超え5.6kW以下 い

○○○○ △△△ 2800 580 2.5kWを超え2.8kW以下 い

冷房定格

消費電力

(W)

定格冷房

能力の区分

定格冷房エネルギー

消費効率の区分
名称 型番

冷房定格

能力

(W)

●●●● ▽▽▽▽ 給湯機専用 ガス潜熱回収型給湯機 90.5

●●●● ▽▽▽▽ 給湯機専用 ガス潜熱回収型給湯機 90.5

●●●● ▽▽▽▽ 給湯機専用 ガス潜熱回収型給湯機 89.5

種類
モード熱効率

(％)
ふろ機能の種類名称 分類

●カタログ（イメージ）

〈ルームエアコン〉 〈ガス給湯機〉

（一社）住宅性能評価・表示協会 ホーム
ページより「温熱・省エネ設備等ポータ
ル 住宅版」をクリックし、遷移したペー
ジで「一覧へ」をクリックしてください。

一次エネルギー消費量を
選択してください。

検索したい設備を選択して検索ボタンを押してください。〈検索ボタン〉

各事業者のホームページのリンクがありますので、対象
の事業者を選択して、カタログ等から設置する設備の効
率等を確認してください。もし、見つからない場合は検
索エンジンに直接型番等を入力して検索してください。

設備機器の効率等
各メーカーのカタログ値等が根拠資料となります。
なお、住宅性能評価・表示協会のHPより各設備機器のカタログ値等の検索が可能です。

＜設備＞設備仕様の確認：仕様の根拠

52

https://www.hyoukakyoukai.or.jp/

https://www.hyoukakyoukai.or.jp/


＜設備＞設備機器の仕様の確認方法
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＜設備＞設備機器の仕様の確認方法
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＜設備＞設備機器の仕様の確認方法
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＜設備＞設備機器の仕様の確認方法
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＜設備＞設備機器の仕様の確認方法
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and TourismMinistry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

参考資料②（省エネ基準関連）
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➢ 省エネ基準適合に当たっては、住宅の場合は外皮性能基準と一次エネルギー消費量基準、非住宅の場合
は一次エネルギー消費量基準に、それぞれに適合する必要があります。

Point

（参考）省エネ性能向上のための取組例（参考）省エネ性能向上のための取組例

断熱窓サッシ
・ガラス

高効率空調設備

ＬＥＤ照明

太陽光発電

太陽光発電

日差しを遮る庇

断熱材

ペアガラス二重サッシ

ひさし

高効率給湯（エコキュート等）

＜外皮を通した熱損失のイメージ
＞ 屋根

外壁・窓
床

● 住宅： 外皮性能基準＋一次エネルギー消費量基準  ● 非住宅： 一次エネルギー消費量基準

外皮性能基準

外皮（外壁、窓等）の表面積当たりの熱の損失量（外皮平均熱貫流率等）

が基準値以下となること。

※「外皮平均熱貫流率」＝外皮総熱損失量／外皮総面積

一次エネルギー消費量基準

右記の設備機器等における一次エネルギー消費量（太陽光発電設備等に

よる創エネ量（自家利用分）は控除）が基準値以下となること。

※住宅の基準は2012年時点の一般的な設備機器の省エネ性能より策定。

非住宅は2010,2011年度の省エネ計画書の届出データより、標準的な仕様を策定。

＜一次エネルギー消費量の算定対象となる設備機器等＞

●空気調和設備（暖冷房設備） ●換気設備
●照明設備 ●給湯設備 ●昇降機（非住宅のみ）

住宅

住宅 非住宅
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✓  室内と外気の熱の出入りのしやすさの指標

✓  建物内外温度差を１度としたときに、建物内部から外界へ逃げる単
位時間当たりの熱量※を、外皮面積で除したもの   ※換気による熱損失は除く

✓  値が小さいほど熱が出入りしにくく、断熱性能が高い

ηAC

U

U

U

U

単位温度差当たりの外皮総熱損失量

外皮総面積
UA ＝

  (W/㎡・K)

◎ 外皮平均熱貫流率（UA）

地域区分 1 2 3 4 5 6 7 8

外皮平均熱貫流率の基準値：
UA [W/(m2･K)]

0.46 0.46 0.56 0.75 0.87 0.87 0.87 ―

➢ 住宅の外皮性能は、UA値（ユー・エー値）とηAC値（イータ・エーシー値）により構成され、いずれも、地域
区分別に規定されている基準値以下となることが必要です。

➢ 外皮性能は、（一社）住宅性能評価・表示協会のHPで公開されている計算シートで算出できます。

外皮平均熱貫流率（UA）

(参考)地域区分について

➢  省エネルギー基準は、
各地域の外気温傾向や使
用されている設備機器等
の実態を踏まえ、８の地
域区分毎に基準値を設定。

➢  地域区分は、原則とし
て市町村単位で設定。

冷房期の平均日射熱取得率（ηAＣ）

✓  太陽日射の室内への入りやすさの指標

✓  単位日射強度当たりの日射により建物内部で取得する熱量を冷房
期間で平均し、外皮面積で除したもの

✓  値が小さいほど日射が入りにくく、遮蔽性能が高い

単位日射強度当たりの総日射熱取得量

外皮総面積
ηAC ＝ ×１００

地域区分 １～4 5 6 7 8

冷房期の平均日射熱取得率の基準値：
ηAC [ー]

― 3.0 2.8 2.7 6.7

Point
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➢ 建築物の一次エネルギー消費性能はBEI値（ビーイーアイ値）により判定され1.0以下となることが必要です。

➢ 算出に当たっては、建築研究所のHPで公開されているWebプログラムを活用してください。

BEI: 実際に建てる建築物の設計一次エネルギー消費量を、地域や建物用途、室使用条件などにより定められている基
準一次エネルギー消費量で除した値

注： 事務機器等／家電等エネルギー消費量（通称：「その他一次エネルギー消費量」 ）は除く

一次エネルギー消費性能（BEI値） BEIの算定方法等は基準省令において規定されています。

設計一次エネルギー消費量注

基準一次エネルギー消費量注BEI＝ ≦1.0※
※ 大規模な非住宅建築物は2024年4月に以下の基準を引上げ済

工場等： BEI ≦ 0.75
事務所等、学校等、ホテル等、百貨店等: BEI≦0.80
病院等、飲食店等、集会所等: BEI≦0.85

空調／暖冷房エネルギー消費量

換気エネルギー消費量

基準一次エネルギー消費量

基準一次エネルギー消費量 
標準的な仕様を採用した場合のエネルギー消費量

照明エネルギー消費量

給湯エネルギー消費量

昇降機エネルギー消費量(非住宅のみ)

事務機器等／家電等エネルギー消費量

空調／暖冷房エネルギー消費量

換気エネルギー消費量

設計一次エネルギー消費量

設計一次エネルギー消費量 
省エネ手法（省エネ建材・設備等の採用）を考慮したエネルギー消費量

照明エネルギー消費量

給湯エネルギー消費量

昇降機エネルギー消費量(非住宅のみ)

事務機器等／家電等エネルギー消費量

エネルギー利用効率化設備※１による
エネルギー削減量※２

※１ 太陽光発電設備の
設置、コージェネレー
ション設備の設置 等

※２ 自家消費分に限る

Point
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【住宅】 省エネ基準（義務基準） 誘導基準

一次エネ
基準
BEI

1.0 0.8

外皮性能
基準

UA、ηAC

適用
（１～８地域に応じて異なる設定）

【非住宅】 省エネ基準（義務基準） 誘導基準

一次エネ
基準
BEI

1.0 or

0.75/0.80/0.85※1

0.6・0.7
（用途に応じて設定）

外皮性能
基準
PAL*

－
適用

（１～８地域、用途等に
応じて異なる設定）

住宅、非住宅とも、 一次エネルギー消費量基準は、設計一次エネルギー消費量を基準一次エネルギー

消費量で除したBEI値（ビーイーアイ値、Building Energy Index）という指標で評価します。

住宅の省エネ基準（義務基準）のうち、一次エネルギー消費量基準は1.0、外皮性能基準は全国を8つに

分けた地域に応じて異なる基準値を設定しています。

非住宅の省エネ基準（義務基準）は、大規模（2,000㎡以上）では用途に応じた異なる基準値（0.75～

0.85）、それ以下の規模では1.0と設定しています。中規模についても2026年4月から同様の水準へ

引き上げ予定です。

➢

➢

Point
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省エネ基準（義務基準）・誘導基準の水準
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